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 企業情報

会 社 名 北興化学工業株式会社

事 業 内 容 農薬の製造･販売、ファインケミカル製品の製造･販売

設 立 1950年（昭和25年）2月

本 社 東京都中央区日本橋本町一丁目5番4号

支 店 札幌、仙台、東京、新潟、西日本、福岡

国 内 工 場 北海道、新潟、岡山

研 究 所 厚木（神奈川県） 試験農場を研究所内とは別に北海道、静岡に保有

資 本 金 3,214百万円

従 業 員 636名（単体） ／ 760名（連結） いずれも臨時雇用者は除く

連結子会社
北興産業㈱、美瑛白土工業㈱、ホクコーパツクス㈱、
村田長㈱、張家港北興化工有限公司（中国江蘇省）

非連結子会社
HOKKO CHEMICAL AMERICA CORPORATION
（米国ノースカロライナ州）
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（2022年11月30日現在）
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 事業内容（セグメント）
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農薬事業
 殺菌剤、殺虫剤、除草剤

等の製造･販売

ファインケミカル事業
 樹脂、医農薬、電子材料

等向けの原料・中間体・触
媒の製造･販売

（2022年11月期）

※ その他は石油製品の売上等

農薬事業

繊維資材事業
 産業用繊維資材（自動

車・家具等）、消費者用繊
維資材（鞄・靴・衣料等）
の販売

単位：百万円



 農薬事業
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3,440  3,359  3,310  3,370  3,373  3,403  3,392  3,453 

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

（億円）

国内農薬出荷金額

分類なし

その他

野菜畑作

果樹

水稲

（出典：農薬工業会）

・国内の農薬市場動向 ⇒ 近年ほぼ横ばいで推移

横 ば い

農薬年度
（10月～翌9月）



 農薬事業
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・世界の農薬市場動向

⇒世界的な人口の増加や新興国経済の成長による農作物需要の拡大基調が
今後も続くと予想される。

684 
631 623 629 651 664 680 

734 

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

世界農薬出荷金額
農耕地用農薬 非農耕地用農薬

（億ドル）

（出典：Agbio Investor）

年



 農薬事業

• 海外向け販売割合は近年増加傾向
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当社農薬事業の売上構成

国内 海外
• ＪＡを通じてエンドユーザー

に供給（系統ビジネス）

• 農薬メーカー他社からの依
頼に基づく受託製造

国内

• 主にアジア、北中南米等に
商社を通じ販売海外

 当社の国内・海外向け事業



約13% 当社

他社

 農薬事業
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 水稲市場に強み
国内水稲剤出荷額の当社シェア（推定）

 製剤技術に強み 【主な製品例】
Dr.ｵﾘｾﾞ箱粒剤（1997年9月登録）

• ㈱MMAGとの共同開発

• 水面施用のｵﾘｾﾞﾒｰﾄを育苗箱施用の粒剤として
開発

 （ﾒﾘｯﾄ）作業負担が軽減され、処理時期が緑化期
～田植当日までへ拡大

63.4%
36.6%

当社国内農薬売上の分野別構成

水稲剤
園芸剤

（2022年11月期）

日本の就農人口
の減少･高齢化

省力化ニーズ
の増大

簡便な処理が可能な
剤型の開発に注力

 当社の農薬原体

原体名 登録年 分野 種類

カスガマイシン 1965年 水稲・園芸 殺菌剤

塩基性塩化銅 1966年 園芸 殺菌剤

イミベンコナゾール 1994年 園芸 殺菌剤

イプフェンカルバゾン 2013年 水稲 除草剤

原体名 登録年 分野 種類

テフリルトリオン 2010年 水稲 除草剤自
社
開
発

共
同
開
発 全国農業協同組合連合会・バイエルクロップサイエンス㈱との共同開発

原体名 登録年 分野 種類

ベンゾフェナップ 1987年 水稲 除草剤

ベンフレセート 1994年 水稲 除草剤

シメトリン 1969年 水稲 除草剤

取
得
原
体



 農薬事業
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 トリアゾリノン骨格をもつ水稲除草剤⇒2013年８月に登録し、2014年に上市
2016年 日本農薬学会 業績賞（技術）受賞

特長・効果
水稲に対する高い安全性を示し、「ノビエ」

※
に対する 高い

効果と優れた残効性 ※ｲﾈ科ﾋｴ属の野生種の総称で、米作地帯の代表的雑草。

 イプフェンカルバゾン

 アジアの水稲市場を中心に開拓を進め、
2014年に韓国で登録取得し販売中

 2021年にドミニカ共和国で登録取得し
販売開始

 2022年にトルコで登録取得、2023年度
に販売開始

 台湾では2023年に登録予定

 ベトナム、インド、タイ、インドネシア等で
は登録に向けて試験を実施中

国内

製 品
ウィナー 、カチボシ、キマリテ、ジャイロ、
カイリキZ、ウイニングラン、サキガケ楽
粒、ワザアリ楽粒

海外

2018 2019 2020 2021 2022

推定使用面積(千ha) 133 137 110 115 138

シェア※ 7.6% 7.9% 6.5% 6.6% 8.4%

公益財団法人 日本植物調節剤研究協会の統計（暫定値）より作成

※使用時期が同じタイプの水稲除草剤に占めるシェア

農薬年度（10月～翌9月）



 奈良･春日大社の土壌より分離した放線菌により生産される殺菌剤
⇒1965年５月に登録後、50年以上にわたり使用されている

 農薬事業

特長・効果
水稲の「いもち病」

※
に使用され、果樹・野菜類の細菌性病

害にも高い効果 ※ｲﾈに発生する主要な病気の１つ。大幅な減収と食味の低下を招く。

 カスガマイシン

8

 国内

 水稲の育苗箱から本田
散布、空中散布まで幅広
く使用可能

 甜菜の褐斑病、茶の輪
斑病・赤焼病に高い効果

国内  海外
 世界40ヵ国以上で登録・販売されている。

 アジアでは主に水稲の「いもち病」防除剤として使用され
ている。

 他地域ではリンゴ（火傷病※）、サクランボ、ザクロ、キウ
イフルーツ、クルミ、ブドウ、ベリー類などの細菌病に使
用されている。（※海外において、リンゴに大きな被害を
もたらす病害で、従来の薬剤への耐性菌が発生し、代替
剤が強く望まれていた。）

海外での需要増に応え販売拡大に注力中

主な製品
カスミン液剤 、カスミン

ボルドー、ダブルカット剤

海外



 当社が開発した新しい製剤「楽粒 」は、1ha の水田でも中に入らずに散布が
可能な拡散型製剤

※当社ホームページの農薬事業ページに「楽粒 」のプロモーション動画を掲載しております。

 農薬事業

特長
10a あたり250g 処理で、従来の散布方法に加えて、良好な拡散
性をいかした畦畔からの散布、水口施用、無人航空機などによる
散布に対応することが可能
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 2021年10月27日付で農薬登録を取得した、水稲用一発処理除草剤（2022年３月18日上市）
 特長

１．新規の拡散型製剤
２．さまざまな散布方法に対応
３．特長ある３成分（イプフェンカルバゾン、テフリルトリオン、フロルピラウキシフェンベンジル）で、水田雑草を

総合的に防除

 2022年２月９日付で農薬登録を取得した、水稲用一発処理除草剤（2022年３月24日上市）
 特長

１．新規の拡散型製剤
２．さまざまな散布方法に対応
３．２つの成分（イプフェンカルバゾン・テフリルトリオン）で、水田雑草を総合的に防除

 楽粒Ⓡ

楽粒サキガケ Ⓡ

Ⓡ

Ⓡ

Ⓡ

ワザアリⓇ楽粒 Ⓡ
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 農薬事業
■北海道工場 新工場（除草粒剤工場）

所在地 北海道滝川市北滝の川 1470 番地（北海道工場内）

建築面積 約 2,965 ㎡

主要新築建屋 鉄骨造り４階建て、延床面積約 5,164 ㎡

主要生産設備 造粒ライン、包装ライン、製品倉庫など付帯設備

生産開始
2022年10月に生産（試験製造）を開始
同年12月より本格稼働

1.概要

2.特徴

✓ 「高効率化・省力化・環境対策」をコンセプトととする。
✓ 原料の投入や製品の包装・積込などの自動化設備を配置。
✓ 脱臭能力を強化した洗浄塔など環境にも配慮。
✓ 当工場で、弊社が開発した高拡散性粒剤「楽粒®」等の

付加価値の高い新製剤を生産し、市場に提供することで、
農家におけるトータル生産コスト低減をサポート

4.外観

3.投資金額と減価償却費

 投資金額 ：約32億円（建物、設備）
 資金調達 ：自己資金
 減価償却費 ：2022年度 92百万円

2023年度 530百万円



 ファインケミカル事業
• グリニャール反応をコア技術として、幅広い分野・フィールドに対して製

品を供給
• 自社製品販売と受託製造の事業を展開

主な用途

触媒配位子、硬化促進剤、液
晶原料

フォトレジスト、農薬中間体

医薬他合成用原料

医薬他合成用原料、電子材料、
工業用防腐防カビ剤

製品群

自
社
製
品

受託製品

• 有機リン化合物

• スチレン系機能性モノ
マー

• グリニャール試薬

• 各種アルコール、誘導
体、その他

分野・フィールド

42.2%

24.3%

13.0%
20.5%

分野別売上構成比率

電子材料、触媒、コーティング
• ファインセラミックス用

原料

 樹脂

 その他

 医農薬

 電子材料
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 ファインケミカル事業

自社製品

受託製品

48.4%51.6%

売上高構成（自社・受託）

自社製品

受託製品

65.1%24.7%

4.4% 5.8%

自社製品売上高構成

有機リン化合物 ｽﾁﾚﾝ系機能性ﾓﾉﾏｰ
グリニャール試薬 その他

 主要製品はＴＰＰ （ Tri Phenyl Phosphine：
有機リン化合物）

• 多方面の分野・フィールドに対して提供
• 世界トップクラスのメーカーとなっている

• 長年の技術･ノウハウの蓄積をベースとして、
取引先との緊密なリレーションのもと、広範
な分野にわたり製造を受託

• 中でもグリニャール反応は、世界でも有数の
技術･規模により取引先からの幅広いニーズ
に応えている
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 グリニャール反応について
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• １９００年にフランスのヴィクトル・グリニャール（後に本研究でノーベル化学賞
受賞）により開発された有機マグネシウムハロゲン化合物（グリニャール試
薬）が関与する反応の総称。グリニャール試薬は反応性が非常に高く、広範
囲の有機合成反応に応用されている。

• 医農薬中間体、有機EL原料、スチレン化合物、ホウ素化合物、リン化合物な
どの合成において、現在も重要な位置を占めている。

• 他の有機金属（リチウム、ナトリウムなど）反応剤と比べて発火性が低く取扱
いが容易なため、工業的にも広く利用されているが、試薬合成時の発熱の制
御が難しいため、グリニャール試薬の大量合成を行っている企業は少ない。

 TPP（Tri Phenyl Phosphine）について
• 世界需要は 5000トン以上、ここ数年増加傾向にある。

• ライバルメーカーは、欧州の大手企業、中国新興企業。

• ビタミン、医農薬、石油化学、電材などの分野に広く使用されている。



 連結子会社・非連結子会社
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名 称 拠 点 主 な 事 業 内 容

連

結

子

会

社

張 家 港 北 興 化 工
有 限 公 司

中国江蘇省 ファインケミカル製品の製造･販売

美 瑛 白 土 工 業 ㈱ 東京、北海道 銅基剤およびバルーン（白土発砲球体）等の製造･販売

ホ ク コ ー パ ツ ク ス ㈱ 東京、岡山 石油製品等の販売、当社の福利厚生業務

北 興 産 業 ㈱ 東京 ファインケミカル製品等の販売

村 田 長 ㈱ 大阪、東京
産業用繊維素材（自動車・家具等）、消費者用繊維素材（靴・鞄・
衣料等）の販売

製品販売

製品･原料購入

業務等委託

張家港北興化工有限公司

美瑛白土工業㈱

ホクコーパツクス㈱

北
興
化
学
工
業
㈱

お取引先

非
連結

HOKKO CHEMICAL AMERICA
C O R P O R A T I O N

米国ノースカロライ
ナ州

農薬市場の調査、農薬製品の普及

北興産業㈱

H O K K O
C H E M I C A L
A M E R I C A
CORPORATION

サービス享受

製品普及

村田長㈱



本資料に記載されている業績予想・将来の見通しに関する記
述等に関しましては、現時点で得られた情報に基づいて判
断・算定したものであり、実際の業績は、今後のマクロ経済動
向および市場環境、並びに当社グループに関連する業界動
向、またその他内部・外部要因等、さまざまな要因によって異
なる結果となる可能性があります。

 お問い合わせ先

北興化学工業株式会社
企画部 IR担当

電話：０３－３２７９－５１５１
ＦＡＸ：０３－３２７９－５１９５


